
城野ゼロ・カーボン先進街区形成事業について

平成２９年８月
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城野ゼロ・カーボン先進街区形成事業 （平成29年8月版）

今後の低炭素社会の早期実現に向けて、家庭部門のCO2排出量を削減することが重要であるため、街区単位でCO2排出量を大幅に削

減したゼロ・カーボンを目指した先進モデルの姿を具体的に見せることで、市域へ普及し、全国に発信する。

■北九州市基本構想・基本計画「元気発信！北九州」プラン

（平成20年12月）

まちづくりの取組みの柱

●Ⅵ 環境を未来に引き継ぐ～市民・企業・行政が共につくる「世界の環境首都」

低炭素者会を実現するストック型社会への転換

・環境に配慮した良質な住宅・建築ストックの形成

■北九州市環境モデル都市行動計画 北九州グリーンフロンティアプラン

（平成21年3月）

温室効果ｶﾞｽ排出の大幅な削減など低炭素社会の実現に向け、高い目標を揚げて

先駆者的な取組みにチャレンジ

●環境が先進の街創る

・低炭素街区・省エネ型建築物の普及促進

●短期リーディングプロジェクト
・城野地区低炭素先進モデルﾙ街区形成

■北九州市環境未来都市計画（平成24年5月）

「地域や都市（まち）の中で人が輝く、賑わい・安らぎ・活力のあるまち～
公 害を乗り越えた経験と持続的に創造するイノベーションを活かして～」を
テーマに、市民が中心の「誰もが暮らしたいまち」「誰もが活力あるまち」の
実現を目指す。

●環境（低炭素・省エネルギー）
・地域エネルギーマネジメント機能を実装した低炭素街区の形成・普及

■北九州市新成長戦略（平成25年3月）
本市経済の活性化と市民生活の向上を目指した産業面の取り組みを推進する
基本戦略（「元気発進！北九州」プランの分野別計画）
● 方向性Ⅴ：地域の成長を支えるｴﾈﾙｷﾞｰﾐｯｸｽの構築によるｴﾈﾙｷﾞｰ拠点の形成
省エネルギー（ネガワット）の推進 市域全体へのスマート化の促進
・東田地区でのスマートコミュニティの成果を城野地区へ展開し社会実装を推進

■平成２０年度
・「城野地区低炭素先進モデル街区検討会」を開催

■平成２１年度
・「城野分屯地跡地処理計画策定協議会」を設置
（構成員：財務省・福岡県・UR都市機構・北九州市）

■平成２３年度
・「城野地区まちづくり基本計画」を策定
・「城野地区の整備に関する基本協定」を締結
（財務省、UR都市機構、北九州市）
・土地区画整理事業の都市計画決定

■平成２４年度
・城野駅北土地区画整理事業の事業認可
・「城野ｾﾞﾛ･ｶｰﾎﾞﾝ先進街区まちづくりガイドライン」を策定

■平成２5年度
・城野駅北地区計画の告示
・保留地の処分（UR都市機構）

■平成２６年度
・第一期土地処分（財務省）
・ＴＭＯ（一般社団法人 城野ひとまちネット）の発足

■平成２7年度
・まちの愛称が決定「みんなの未来区ＢＯＮＪＯＮＯ ボン・ジョーノ」

・第二期土地処分（財務省）
・まちびらき記念式典（平成28年3月30日）

■平成2８年度
・換地処分（平成29年1月27日）
・土地区画整理事業完了

◆目的

◆「城野ゼロ・カーボン先進街区」の位置づけ ◆主な経緯
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■ゼロ・カーボン先進街区

土地区画整理事業

Ａ＝約18.9ha

市営住宅 0.4ha

UR城野団地 4.1ha

未利用国有地 13.9ha
（自衛隊分屯地跡地）

道路等 0.5ha

ＪＲ城野駅

国家公務員

宿舎

県機動隊

国道１０号

交通結節機能の強化

（駅前広場、連絡通路の整備など）

平成２２年度 撮影

○平成２４年度
事業着手

○平成２５年度
保留地の販売

○平成２６年度
土地の販売開始

○平成２７年度末
まちびらき

○平成２８年度
事業完了

土地区画整理事業

スケジュール
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計画戸数 約850戸

（戸建350戸、集合500戸）

ボン・ジョーノひとまち公園

南北遊歩道

集会施設用地

■地区面積

約18.9ha

■土地利用計画の概要

【道路】

・遊歩道 Ｗ＝8～50ｍ、Ｌ＝800ｍ

・区画道路 Ｗ＝6～15ｍ

・歩行者専用道路Ｗ=4～7ｍ

【公園】

・街区公園２ヶ所 A=0.8ha

【宅地】

・低中層住宅街区 A=10.5ha

・生活利便施設・中高層住宅街区 A=3.9ha

土地利用計画

5
ボン・ジョーノくすくす公園



BONJONO3街区 マスタープラン
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住宅におけるゼロ・カーボンの具体的な取組内容

■ 削 減 目 標
100％以上（ 2005年ベースライン比）

■ 取組内容（①、⑤、⑥、⑦は必須 ）

① 長期優良住宅又は低炭素住宅の認定

② 太陽光発電設備の設置

③ 高効率給湯器の設置（家庭用燃料電池を設置した場合は不要）

④ 住戸数の概ね2分の1以上は、家庭用燃料電池又は太陽熱給湯設備を設置

⑤ CEMSと連携可能で、ECHONET Liteに準拠したHEMSの設置

⑥ 常時接続された通信環境の整備

⑦ 高さ2.5ｍ以上の中高木を1戸あたり2本以上植栽

◆戸建住宅

◆目 的

■ 新規の戸建住宅及び集合住宅を合わせて、CO2削減率100[％]（対 2005年ベースライン比）以上を達成し、
建物からのCO2排出量を抑制する。
2005年ベースライン 戸建住宅 3.42t-CO2/戸・年

集合住宅 1.87t-CO2/戸・年

■ 東田CEMSと連携したエネルギーマネジメントを導入する。

◆集合住宅

■ 削 減 目 標
60％以上（ 2005年ベースライン比）

■ 取組内容（①、⑤、⑥、⑦は必須 ）

○ 上記の戸建住宅と①～⑥は同じ

⑦ 敷地面積から建築物の建築面積を除外した面積に対して、165[㎡]あたり高さ2.5ｍ以上の中高木を2本以上植栽

⑧ 高圧一括受電設備の設置
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